
平成　 年　 月　 日作成
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（１）事業概要

 単年度のみ

単年度繰返

（ 16 年度～）

期間限定複数年度

（ 年度  ～ 年度）

(３) 事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標
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22年度
（目標）(実績) (実績)

5

政策名

施策名

基本事業名

所属G
〈Ⅱ〉環境に配慮した安全・快適な生活環境づくり≪定住環
境≫

担当者名

〈012〉計画的な土地利用・開発の促進

〈04〉計画的な土地利用と市街地整備

項

電話番号
陶山　清男

目
4054

款 中事業会計

正規職員従事人数

33,315

国土調査課

課長名国土調査グループ 陶山　清男

所属課市民環境部

0854-43-8176
（内線）

①事業費の内訳（概要）

②延べ業務時間の内訳（業務の流れ等）

国土調査法に基づき、筆界・地番・地目・所有者などを確認し、境
界の測量や面積の測定を行い、新しい地図（地籍図）と薄冊（地籍
簿）を作成し、法務局で登記を行なう事業です。１地区の登記が終
了　するまでに約３年の期間が掛かる。

殿河内1工区0.65ｋ㎡細部測量　殿河内2工区0.73ｋ㎡一筆地調
査、多角測量　北村1工区1.19ｋ㎡細部測量　刈畑2・3工区2.63ｋ
㎡細部測量　北村2・3工区1.35ｋ㎡一筆地調査、多角測量　刈畑
4・6工区2.86ｋ㎡一筆地調査　多角測量　刈畑5工区2.91ｋ㎡三角
測量　小河内1・2・3工区4.29ｋ㎡　三角測量

延べ業務時間

千円

千円

24年度計画（24年度に計画している主な活動）

23年度実績（23年度に行った主な活動）

（２）トータルコスト

平成 23 年度事後評価・決算

②事業の内容（期間限定複数年度事業は全体像を記述）

事務事業名 地籍調査事業

①事業期間

予算
科目

所属部

総
合
計
画
体
系

（目標）

131,544 97,750 100,000

25年度24年度23年度 最終

73,020

97,750

8,735 10,450
6

25,000

5

66,195

98,309
24,675

（目標）

40,630

15.23

1.381.26

036,393
131,500

① 主な活動

9,232

100,000

131,624

1年目：一筆地調査、三角測量（委託）、多角測量（委託）　2
年目：閲覧事務、細部測量（委託）　3年目：認証請求事務、
登記事務、寄付申請事務

5
千円

賃金4,667千円　　　報償費1,961千円　　　旅費317千円
需用費4,005千円　役務費667千円　　委託料82,467千円
使用料及び賃借料78千円　備品購入費981千円　公課費8
千円　　合計95,151千円

人
件
費

地方債

25,289

財
源
内
訳

(実績)

人

県支出金

21年度指標名
⑤ 活動指標

千円

単位

1.7

95,15190,870

時間

③ 意図（対象がどのような状態になるのか）

9,000

ｋ㎡ 79.97

人件費計  (B)

トータルコスト(A)＋(B)

大東町未実施地区の調査・
測量

目
的

地域特性を活かした有効かつ効果的な土地利用
を進める。

(実績)

④ 結果(どんな上位目的に結び付けるのか)

神代2工区0.61ｋ㎡細部測量　殿河内1工区0.65ｋ㎡一筆地調査、
多角測量　上久野5工区2.44ｋ㎡細部測量　刈畑1工区0.95ｋ㎡細
部測量　北村1工区1.19ｋ㎡一筆地調査、多角測量　刈畑2・3工
区2.63ｋ㎡一筆地調査　多角測量　刈畑4工区1.43ｋ㎡三角測量
刈畑6工区1.43ｋ㎡　三角測量

10.07

指標名

76.63

最終
（目標）

42.46

（４）事務事業の環境変化、住民意見等

ｋ㎡ 10.63

100

手
段

63

② 対象（誰、何を対象にしているのか）

87.2

（目標）
25年度

⑦ 成果指標

地籍調査進捗率

三刀屋町未実施地区の調
査・測量

4.12ｋ㎡

全国的に過疎化、高齢化により正確な情報が失われつつあ
り、調査の進捗を阻害している。国でも、同様な危機感から
平成22年国土調査事業十ヵ年計画を閣議決定し、従来に比
べ約１．８倍の調査面積を実施するよう求められている。ま
た、緊急性の高い地域から都市部においては「都市再生街
区基本調査事業」、山村部では「山林境界保全事業」等の
事業を新設し迅速化、効率化をはかっている。

現場調査時の調査の迅速化・効率化を推
進するために、調査図作成システム「アシス
トＧＰＳシステム」を導入及び新規機種への
更新を行った。

地籍調査の早期完了に向け、旧大東町については昭和
６２年から今日まで全未調査地域の陳情を受け、旧三刀
屋町については平成２２年鍋山地区、平成２３年古城地
区の要望を受けた。
市民の声として、高齢化、過疎化が進展する状況から、
早期調査完了を望む声が寄せられている。

83.9 84.8 85.42 86.26

① 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）は
どう変化しているか？ 　開始時期あるいは５年前と比
べてどう変わったのか？

上
位
目
的

③この事務事業に対して関係者
　（市民、議会、事業対象者、利害関係者等）から
　どんな意見や要望が寄せられているか？

②この事務事業に関する
　これまでの改革改善の取り組み経緯

⑧上位成果指標

58.8 57.1

筆界・地番・地目・所有者などを確認する。

％

％便利で住み良い町だと感じ
る市民の割合

地籍調査が実施されていない土地及びそ
の所有者（属地主義）

単位

58 59

(実績)

59.3

⑥ 対象指標

地籍調査未実施の面積

千円

84.63

21年度

千円

その他

地籍調査事業

11.36

0

72,750

全体
計画

（目標）

事務事業マネジメントシート 

一般財源
事業費計  （A）

千円

事
業
費

国庫支出金

③開始したきっかけ
　（いつ頃どんな経緯で開始されたのか？）

24 6 1

千円

24,584

法務局に備え付けられた公図は明治初期の地租改
正時に作成されたもので、境界等正確でないことか
ら、昭和２６年国土調査法、２７年国土調査法施行
令、３７年国土調査促進特別措置法が制定されたこと
により、昭和３８年から旧木次町を始め調査が開始さ
れた。

25年度21年度 22年度

１　現状把握の部　

（計画）
23年度

単位
（計画）（決算） （決算）
24年度

（決算）

23年度 24年度
(実績)

60.02

70,567 75,000

6.2

22年度

11.07

25,000

0
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２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【理由】 ⇒３ 今後の方向性・改革改善に反映
 結びついている ⇒【理由】

 見直し余地がある ⇒【理由】 ⇒３ 今後の方向性・改革改善に反映
 妥当である ⇒【理由】

 見直し余地がある ⇒【理由】 ⇒３ 今後の方向性・改革改善に反映
 適切である ⇒【理由】

 向上余地がある ⇒【理由】 ⇒３ 今後の方向性・改革改善に反映
 向上余地がない ⇒【理由】

 影響無 ⇒【理由】 ⇒３ 今後の方向性・改革改善に反映
 影響有 ⇒【その内容】

 他に手段がある （具体的な手段，事務事業）

 統廃合・連携ができる ⇒【理由】 ⇒３ 今後の方向性・改革改善に反映
 統廃合・連携ができない ⇒【理由】

 他に手段がない ⇒【理由】
 削減余地がある ⇒【理由】 ⇒３ 今後の方向性・改革改善に反映
 削減余地がない ⇒【理由】

 削減余地がある ⇒【理由】 ⇒３ 今後の方向性・改革改善に反映

 削減余地がない ⇒【理由】

 見直し余地がある ⇒【理由】 ⇒３ 今後の方向性・改革改善に反映

 公平・公正である ⇒【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 目的再設定 事業統廃合・連携

事業のやり方改善（有効性改善）　 事業のやり方改善（効率性改善）　

事業のやり方改善（公平性改善）　 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策
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年々土地境界を知る人が尐なくなり境界確認作業が厳しくなっている。本事業は事業量と事業費が比例しており、早期完了を目指せば当然それに
伴う予算が必要となってくる。一方で、境界確認や境界刈払い、境界杭打設作業は各所有者が行うことから、所有者の負担にならない程度の適正な
面積を計画しなくてはならない。よって、一地区の調査面積を一定程度拡大しつつ、調査班を増班し市全体の年間調査面積を大きくし、合せて島根
県と協議しつつ予算、人員を確保しながら早期完了につなげることが重要である。

現在の事業費の有効利用を考慮しつつ、事業量を維持・増大することで事業の早期完了を目指
す。そのため、調査班の増班を検討する。

維
持 ×

低
下 × ×

統廃合及び連携を図る類似事業はない。

（廃止・休止の場合は記入不要）

コスト
削減 維持 増加

成
果

向
上 ●

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負
担が公平･公正か？

市内全域において地籍調査の未実施地域を解消していく事業であり、受益は公平・公正である。

地籍調査事業の性格として、未来永劫的な継続事業ではなく、
早期完了するべき事業であり、早期完了させることにより様々な
土地の有効利用が可能である。

(4) 改革・改善による期待成果

効
率
性
評
価

⑦ 事業費の削減余地

成果を下げずに事業費を削減でき
ないか？（仕様や工法の適正化、住
民の協力など）

調査の早期完了のためには、事業拡充を図る必要がある。

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

やり方の工夫で延べ業務時間を削
減可能か？成果を下げずに正職員
以外や委託でできないか？

事業の緊急性から業務量の削減はできないが、一部の業務を委託する等により、若干の削減は可能と思
われる。

有
効
性
評
価

地域の過疎化、尐子高齢化により、調査の早期完了が望まれることから事業の推進を図ることにより、成果
を向上させることができる。

⑤ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

本事業を廃止、休止することは未調査地域の正確な土地情報が永遠に失われることとなり、官民双方に多大な損失を及ぼす。具体的には固定
資産税の不適正な課税による不満、境界紛争の原因、公共事業の推進を阻害することとなる。

目的を達成するには，この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業
との統廃合ができるか？類似事業と
の連携を図ることにより、成果の向
上が期待できるか？

成果を向上させる余地はあるか？
成果の現状水準とあるべき水準との
差異はないか？何が原因で成果向
上が期待できないのか？

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

④ 成果の向上余地

所属課 国土調査課

地籍調査の実施については、境界確認のほかに、固定資産税の適正評価、各種公共事業の効率化、コス
ト削減等円滑な事業推進につながることで「計画的な土地利用」を促進できる。

①政策体系との整合性

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

事務事業名 地籍調査事業 所属部 市民環境部

地籍調査のメリットとして行政としては①公共事業等のコストが削減ができ正確迅速な業務ができる。②行政財産の適正な管理が可能等考えら
れ、業務の効率化、行政サービスの向上が図られる。また、一般的には①境界紛争等の防止②災害復旧の迅速化、円滑化③固定資産税の適
正課税等があり市が負うべき自治事務であることから妥当な業務である。

目
的
妥
当
性
評
価 ③ 対象・意図の妥当性

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？ 対象は未調査地域の土地と所有者であり、境界の正確な情報を調査することにより、円滑な土地の管理と

事業の推進が図れる。

② 公共関与の妥当性

なぜこの事業を市（町）が行わなけ
ればならないのか？税金を投入し
て、達成する目的か？

－２枚目－


